


アルコール検知器協議会　検定制度の仕組み
当協議会は、アルコール検知器の技術及び品質の向上を目指して、認定制度（機器認定）を設けています。認定企業の監査および機器の

試験を一般財団法人化学物質評価機構に委託しています。

１．原産国、品質管理体制等を明記、申請する。
２．仕様書もしくは取扱説明書を添付する
３．検知器の検査や出荷工場を指定する
４．第三者 による現地監査を受ける
５．対象機器を出荷ラインからランダムで抜き取り

１．検定制度の流れ

アルコール検知器の認定を受ける企業は、 製品の仕様や取扱について、 以下のことを必ず書面で説明し
なければなりません。

1) 道路交通法第 65 条第 1 項 「何人も、 酒気を帯びて車両等を運転してはならない」 と遵守事項
 が定められています。 本器のデータは飲酒の有無を判断するための一つの判断材料であって、 運転
 の可否を判断するものではありません。 測定結果に基づいて、 車両の運転や機器の操作などを行
 って良いか否かの判断に対して、 本器の製造者、 および販売に携わる関係者は一切責任を負い
 ません。 との意味合いで記載されているか。 
2)  アルコール検知器のセンサーは、使用によって劣化するものであり、半永久的に使用できるものではあ
 りません。 との意味合いで記載されているか。 
3) 購入後の使用回数と期間について説明しているか。 
4)  使用環境、 保管環境（屋内、 屋外、 寒い、 暑い、 温湿度等 ) の制限事項を説明しているか。 
5) 購入後の修理、 メンテナンス、 校正、 買い替えについて説明しているか。 
6) 電源電圧変動が性能に影響を与える場合きちんと説明しているか。
7) 呼気の吹きかけ方法（距離、 角度等）について説明しているか。 
8) ストロー、 マウスピース等を使用する場合は、 その器具について説明しているか。 
9) 測定単位（mg/L）について説明しているか。 
10) 測定範囲（0.000 の定義、 マスキング範囲）について説明しているか。 
11) 残気ガスについて適切な表現がされているか。 ( インターバル ・ 復帰時間等 ) 
12) 測定結果の記録保持について説明しているか。 
13) 測定非対象物（干渉成分）について説明しているか。 
14) 測定非対象物（干渉成分）が検知された場合の対処を説明しているか。

２．消費者・企業・団体・行政への説明責任
販売ガイドラインへのコミットメント

書面審査と、現地監査が必須
３．技術規格JB00001-2017　適合性証明試験

3種類の試験に合格すれば、認定

一般財団法人化学物質評価研究機構（CERI)
事業内容

化学物質・農薬等の安全性試験 環境調査
医薬品（低分子及びバイオ医薬品）

・医療機器の試験 食品・製品等の分析、評価

オミクス解析 標準物質（標準ガス・標準液）の
供給・値付け

材料・素材 (ゴム・プラスチック等 ) クロマトグラフィー用カラム

製品開発・原因調査 リスク評価・SDS作成・規制対応

JIS認証・研修・製品及び規格試験 各種法規制・申請対応
（化審法、安衛法など）


